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 2．投稿者の資格は、原則として第一執筆者（ファースト・オーサー）は、日本技術・文化マネジメ
ント協議会会員（以下「本会員」という）でなければならない。ただし、招待その他依頼した論文の

場合はその限りではない。​
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